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2018 年 6月 2～3 日 過労死防止学会 第 4回大会 

第５分科会 職場のハラスメントと過労の実態   

 

「増加する客室乗務員の在職死亡、過労の実態と提言」 
報告者 Cabin Crew Project 坂口 真澄 （質疑担当：酒

井） 

 

１ 日本の客室乗務員の実態 

  

昨今過労死、ブラック企業が問題視されているが、航空業界でも「勤務がきつく身体がも

たない、何とかして欲しい」という切実な声が年々強くなってきている。 

 

 

日本の客室乗務員の実態を

みると、大手 A社では２０１６

年１１月勤務協定の「休養日の

削減」が実施された以降は、乗

務中や出発前に体調不良にな

り酸素吸入、病院搬送などとい

った急病事例が多発した。(図

１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大手 B 社での鬱病による休職

者率は２０１５年で１．４３％

あった。２０１４年度文部科学

省調査の公立学校教員の人事行

政状況調査では精神疾患による

休職率が０．５５％であること

を参考にすると、かなり高いと

いえる。(図２) 

 

また B 社では２０１４年から

４年間に２０歳から５０歳代１

０名の客室乗務員が在職死亡す

るという痛ましいことがおきた。

その死亡理由はくも膜下出血や

図 １ 
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癌などであった。 

 

 

 

参考： 

 

２０１８年 E.マックネリーの研究でも「他職種と比較して客室乗務員には疲労・鬱・不

安・睡眠障害が多い。経験年数が長くなると出産・メンタルヘルス・癌への影響が増加する。」

と報告されている。またメンタルヘルス危険因子として、「睡眠障害・長時間不規則勤務・

セクシャルハラスメント・不十分な従業員保護・食事のタイミング&内容」も指摘されてい

る。 

 

 

 

 

２ 休憩の設定がない勤務実態 

 

さらに B社における国内線乗務中の休憩時間事例をみると、11:50 に出勤、羽田→函館→

羽田→高松→羽田を飛び 21：25 退社、勤務時間（労働時間）は 9 時間 35 分、拘束時間は

11時間05分。函館、羽田、

高松のいずれの駐機時間

中にも後片付け・機内清

掃・出発準備をしていたの

で食事時間を含む休憩時

間はほとんど無かった。

(図 3) 
 

飲食の時間もきちんと確

保されていない為、駐機中、

清掃のホコリの中で 5 分～

10 分間でお弁当を食べるか、

上空で立ったまま食べる状

況。あるいは食べるタイミン

グが無く、お弁当を持ち帰る

こともある。 

 

 

 

 

 

 

労働基準法第 34 条施行規則 32 条では「国内線または近距離国際線では、搭乗時間 6時間

を超える場合 45 分、8 時間を超える場合 1 時間の休憩付与すること」とあり、これは違法

といえる。 

 

図 ３ 

 

図 ２ 
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図 ５ 

 

 

 

 

３ 特殊な勤務環境・実態 

 

 

不規則勤務・早朝深夜シフ

ト・長時間労働という労働環境

に加え、航空機内特有のものと

して低気圧・低湿度・時差・床

の傾斜（3度）・軽いが常時振動

と騒音がある。 

 

乗客、乗務員を問わずこの閉

鎖空間では心筋梗塞・航空性中

耳炎・脱水症状による、慢性疾

患や感染症を引き起こしやすい。 

 

 

 

 

 

４ カテゴリー別負荷要因 

 

ストレス・疲労の負荷要因が生じるカテゴリー別にみると、 

 

◇身体的カテゴリーでは「不 

規則」・「早朝深夜」・「長時 

間」が睡眠障害や月経困 

難を引き起こしやすい。作 

業時には傾斜した床の上・ 

立ち仕事・重量物取り扱い 

（１００ｋｇ程度）が腰痛

やぎ 

っくり腰を引き起こす。 

 

◇心理的カテゴリーでは 

乗客のみならず上司や同 

僚への感情労働が慢性胃 

腸炎や自律神経失調症に 

繋がっていると考えられ 

る。 

 

図 ４ 
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◇企業風土カテゴリーでは、不十分な編成数、スケジュールや機種の変更、休養が 

取りにくいといった要因に加え、ストレス対応など不十分な従業員保護が慢性ストレス 

・疲労に関係していると推測される。 

 

◇社会的カテゴリーでは不安定な雇用労働契約が慢性ストレスに関係している可能性があ

る。 

５ 外国航空会社との比較 

８つの労働条件を欧米３社と比較してみると 

 

①ヨーロッパ 2 泊 4 日後の休日数は欧

米 

で平均 4日、日本は 2日。(図６) 

 

 

②乗務時間年間制限は欧米で900時間、 

日本は制限なし。 

(以下、図７) 

 

③シックリーブ（病気休暇）につい 

ては、「疲労が蓄積した場合休む 

こと」が徹底している欧米では有 

給休暇とは別にあり、日本では有 

給休暇を振り替えて休む。 

 

 

④スケジュール作成の希望制度は欧米 

にあるが、日本では会社が全てを 

決めている。 

 

 

 

⑤賃金や昇格に結びつく評価 

制度は欧米では人権侵害と 

されるので無いが、日本は 

笑顔や乗客への応対を評価 

した結果が賃金や昇格に結 

びついている。 

⑥男女比率は欧米が 3対 7、 

日本は９９％が女性。 

⑦国家ライセンスの付与は、欧 

米では国際基準に基づいて 

あるが、日本では無し。 

⑧米国での平均勤続年数は 

約 20 年、日本 B社では 

図 ６ 
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6 年半である。 

 

 

 

 

 

 

 

６ 私達の提言  

 

私たちは勤務の改善について以下に提言する。 

 

□ 労働基準法を遵守し、各航空会社は「休憩時間付与規定」を制定、実行する。 

 

□ 年間乗務時間は、EU 基準並みの 900 時間にする。 

 

□ 連続する乗務日を現行 6日間から 4日間にする。 

 

□ 2 泊 4 日後の休養日を現行 2日間から 4日間にする。 

 

□ アジアの深夜便乗務明けの翌日を休日にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<その他> 

 

□ 国際基準に基づいた国家ライセンスを付与する。 

□ 男性 30%の比率で採用する。 

□ シックリーブの新設。 

図 ７ 

図 ８ 
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□ 評価が賃金や人事に反映される制度の廃止。 

□ ハラスメント対処教育の定期的実施、及び人権侵害・不当労働行為の一掃。 

 

私たちキャビンクループロジェクト（CCP）は、これらが保安要員である客室乗務員の職場

の、在職死亡・過労を予防するために必要な喫緊の課題であると考える。 

 


